
　令和２年度　収　支　予　算　書　
令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

（単位：円）

令和２年度 前　年　度 増　　　減

中    科    目 予算額（Ａ） 予算額（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

基 本 財 産 利 息 収 入 698,000 698,000 0

特 定 資 産 利 息 収 入 2,285,000 2,682,000 △ 397,000

適 合 性 検 査 事 業 収 入 83,062,000 88,088,000 △ 5,026,000

一 般 検 査 事 業 収 入 334,679,000 369,841,000 △ 35,162,000

（ 検 査 等 事 業 収 入 ） ( 417,741,000 ) ( 457,929,000 ) ( △ 40,188,000 )

検 査 等 旅 費 収 入 3,442,000 3,594,000 △ 152,000

国 内 登 録 認 証 事 業 収 入 1,886,000 2,171,000 △ 285,000

審 査 事 業 収 入 55,737,000 51,945,000 3,792,000

計 478,806,000 515,639,000 △ 36,833,000

国 庫 受 託 収 入 0

計 0 0 0

受 取 利 息 収 入 39,000 28,000 11,000

有 価 証 券 運 用 収 入 0 0 0

雑 収 入 294,000 300,000 △ 6,000

計 333,000 328,000 5,000

482,122,000 519,347,000 △ 37,225,000

事 業 費 支 出 433,570,000 454,104,000 △ 20,534,000

管 理 費 支 出 7,520,000 8,107,000 △ 587,000

計 441,090,000 462,211,000 △ 21,121,000

441,090,000 462,211,000 △ 21,121,000

41,032,000 57,136,000 △ 16,104,000

土 地 売 却 収 入 0 0 0

投 資 有 価 証 券 売 却 収 入 0 0 0

計 0 0 0

退職給付引当資産取崩収入 0 0 0

役員退職慰労引当資産取崩収入 13,377,000 0 13,377,000

減価償却積立資産取崩収入 0 0 0

基盤強化積立資産取崩収入 24,065,000 40,415,000 △ 16,350,000

計 37,442,000 40,415,000 △ 2,973,000

敷 金 ・ 保 証 金 戻 り 収 入 0 0 0

計 0 0 0

37,442,000 40,415,000 △ 2,973,000

土 地 取 得 支 出 0 0 0

投 資 有 価 証 券 取 得 支 出 0 0 0

計 0 0 0

退職給付引当資産取得支出 12,022,000 12,233,000 △ 211,000

役員退職慰労引当資産取得支出 7,128,000 7,510,000 △ 382,000

減価償却積立資産取得支出 7,674,000 1,203,000 6,471,000

基盤強化積立資産取得支出 0 0 0

計 26,824,000 20,946,000 5,878,000

建 物 取 得 支 出 0 0 0

空 調 設 備 取 得 支 出 0 13,000,000 △ 13,000,000

建 物 附 属 設 備 取 得 支 出 0 8,400,000 △ 8,400,000

機 械 器 具 取 得 支 出 17,700,000 19,370,000 △ 1,670,000

什 器 備 品 取 得 支 出 3,950,000 5,500,000 △ 1,550,000

少額減価償却資産取得支出 0 335,000 △ 335,000

計 21,650,000 46,605,000 △ 24,955,000

敷 金 ・ 保 証 金 支 出 0 0 0

計 0 0 0

48,474,000 67,551,000 △ 19,077,000

△ 11,032,000 △ 27,136,000 16,104,000

短 期 借 入 金 収 入 0 0 0

長 期 借 入 金 収 入 0 0 0

計 0 0 0

0 0 0

短 期 借 入 金 返 済 支 出 0 0 0

長 期 借 入 金 返 済 支 出 0 0 0

計 0 0 0

0 0 0

0 0 0

予 備 費 支 出 30,000,000 30,000,000 0

0 0 0

299,469,524 299,469,524 0

299,469,524 299,469,524 0

（注） １　本収支予算書は、「公益法人会計における内部管理事項について」（平成17年3月23日　公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議

　　幹事会申合せ）に示された3区分の様式により作成している。

２　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

３　（検査等事業収入）は、適合性検査事業収入と一般検査事業収入を合計して表示している。

　１．事業活動収入

一般財団法人日本エルピーガス機器検査協会

勘        定        科       目
備      考

大    科    目

Ⅰ 事業活動収支の部

　１．投資活動収入

基 本 財 産 運 用 収 入

特 定 資 産 運 用 収 入

事 業 収 入

補 助 金 等 収 入

雑 収 入

事　　業　　活　　動　　収　 入 　 計

　２．事業活動支出

事 業 費 ・ 管 理 費 支 出

事　　業　　活　　動　　支　　出 　 計

事　 業　 活　 動　 収　 支　 差　 額

Ⅱ 投資活動収支の部

Ⅲ 財務活動収支の部

基 本 財 産 取 崩 収 入

特 定 資 産 取 崩 収 入

敷 金 ・ 保 証 金 戻 り 収 入

投　　資　　活　　動　　収　　入 　 計

　２．投資活動支出

基 本 財 産 取 得 支 出

特 定 資 産 取 得 支 出

固 定 資 産 取 得 支 出

敷 金 ・ 保 証 金 支 出

投　　資　　活　　動　　支　　出 　 計

投　 資　 活　 動　 収　 支　 差　  額

次　 期　 繰　 越 　 収   支   差　 額

　１．財務活動収入

借 入 金 収 入

財　　務　　活　　動　　収　　入 　 計

　２．財務活動支出

借 入 金 返 済 支 出

財　　務　　活　　動　　支　　出 　 計

財　 務　 活　 動　 収　 支　 差　  額

Ⅳ その他

予 備 費 支 出

当　　 期 　　収 　　支 　　差 　　額

前　 期　 繰　 越 　 収   支   差　 額


